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１．研究の背景と目的 
 我が国における都市鉄道プロジェクトに対しての補助金制度・評価制度には，公平性・効率性の観点から
多くの問題点が指摘されてきた１）。一方，欧米の公共交通に対する補助金制度・評価制度においては，我が
国でも見習うべき先進的な試みが数多くなされている。 
本研究では，英国の先進的な制度を体系的に整理する。特に我が国において十分に紹介されていない

GOMMMS２）（Guidance on Methodology for Multi-Modal Studies）について詳細に検討し，日本の鉄道プロジェ
クトの費用対効果分析マニュアル３）と比較を行った。そしてその比較結果を基に，我が国での制度のあり方
について考察した。なお本稿では、都市間を結ぶコリドーレベルの都市鉄道プロジェクトを対象にしている。 
２．英国の評価制度・補助金制度 
２.１ 評価制度と補助金制度の位置付け 
 英国の制度では，プロジェクト評価時に利用者便益と非利用者便益を算出することによって補助金額を決
定しており，評価制度と補助金制度の密接な関わりが見られる。評価制度・補助制度の具体的内容を以下に
整理した。 
２.２ 評価制度 
大規模プロジェクトに対する英国の評価方法では，中央政府５つの目標（環境，安全性，経済性，アクセ

シビリティ－，適合性）と，その下に 21のサブ目標を設定する。サブ目標の達成度を表す表が AST（Appraisal 
Summery Table）で，そこでは利用者便益，供給者便益，非利用者便益全てを考慮した総合的な評価が行われ
る。 
２.３ 補助金制度 
Section56補助 
 総費用５００万ポンド以上の大プロジェクトに対する補助金制度のこと。その理念は，「利用者と納税者以
外に負担を求めるのに十分なほどの広域的な便益を生むプロジェクトに対して中央政府からの補助金を与え
る，具体的には，道路の混雑緩和や環境改善効果などの非利用者（公共交通利用者以外）の便益によって補
助を正当化する」4) 

Single Capital Pot 
 総費用が 500 万ポンド以下のプロジェクトに対しての補助金制度は，プロジェクト単位での補助ではなく，
中央政府から地方政府へ，年１回支給される仕組みになっている。用途は交通目的以外の教育や福祉などに
も使用可能（2001年度から）で，補助金額は前年度の各分野の長期目標の内容と達成度に応じて決定される。
つまり地方の効率的な財政運用が，補助金増額に直結する仕組みになっている。 
３．評価手法の日英比較 
次に，英国の GOMMMSと日本の費用対効果分析マニュアルとの比較検討を行った。騒音緩和，交通事故

減少，経済効率性，身体運動，断絶・障害，確実性という，我が国にとって特に参考とすべき項目を比較対
象とした（表 1）。 
英国では、例えば表 1 の「断絶・障害」項目のように，貨幣換算・定量化が難しい目標に対して，スコア

化という手法を使って評価を行っている。それに対して日本では，「定量化不能な効果に対しては定性的に分
析することが望ましい」，としている。定性的に議論するのならば，結果が数値データとして残らない分，評
価のフレームワークと結果の表現方法の確固たる規定が必要だろう。英国のスコア化とそこに至るまでの評 
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価手法は，定性的議論の帰着すべき形態の一つであると言えるのではないか。 
表 1 便益算出方法の日英比較 

便益名 英国の特徴 日本の特徴 

騒音緩和 
苦痛人口による定量的評価を行う。騒音レベルの沿線からの距
離を考慮する。沿線から５０ｍ離れる毎に騒音による苦痛が和
らぐとして，５０ｍおきの戸数を算出し，重み付けを行う。

貨幣換算する。騒音レベルの沿線からの距離を考慮せず，
人口設定が４段階のみ。人口密度４０人／ｈａも３００
人／ｈａも同じレベルの影響だとみなす。 

交通事故減少 貨幣換算する道路の状態から，被害別事故件数を導き，それを
基に算出する。 貨幣換算する。道路の状態から直接算出する。 

経済効率性 非利用者便益は貨幣換算の可否に関わらず含めない。財務分析
的な性質を持つ。 

費用対効果分析の際，貨幣換算できる非利用者便益を他
の便益と併せて評価する。 

身体運動 
交通行動を健康を維持するための手段として捉える。徒歩・自
転車で週に３０分以上運動すると心臓病が格段に減る，として
いる。 

明示的に考慮されていない 

断絶・障害 ７段階のスコアで評価する。自動車だけでなく，歩行者や自転
車も考慮する。 

定性的評価を行う。主に自動車のみを考慮する。 

確実性 
遅れ時間や旅行時間の標準偏差を基に，確実性比またはストレ
スを用いて評価を行う。 明示的に考慮されていない 

 経済効率性に関しては，日本では非利用者便益の内，貨幣換算できるものだけでも費用便益分析に入れて
しまおうという考え方でしかない。一方英国では，一部だけを取り込んでも偏りが生じるだけで意味をなさ
ないと考え，全てが信頼の置ける貨幣換算手法に基づいて金銭換算されるまでは別々に評価を行う，という
考え方であると言える。身体運動では，日本において，鉄道プロジェクト評価と運動という側面からの人々
の健康状態を結び付ける，という発想がない。日本ではこれらの徒歩・自転車という交通モードに関して，
鉄道やバスの末端交通手段としての機能的な役割のみを重視する傾向がある。英国はそれに加えて，目的地
から鉄道駅などのターミナルまでの移動の際，人々を運動させ健康状態を改善する手段という副次的な役割
までも加味していることが分かる。英国では歩行や自転車を，健康を維持するための手段になるという価値
を含めた，重要な交通モードととして捉えている。また断絶・障害においても，踏み切りによる道路交通の
断絶は日本でも問題となっているが，そこで話題になるのは主に自動車であって，歩行者や自転車はあまり
クローズアップされない。英国では鉄道に対しても確実性を分析している。日本の鉄道においては，定時性
の面から欧米諸国と比較しても突出して高いサービスレベルを維持しているので，鉄道の遅れよりも道路渋
滞による遅れの方がはるかに深刻であろう。 
加えて，英国には無いものの，日本では考慮すべき便益として，交通の観光資源としての価値や，災害リ
ダンダンシーなどが考えられる。例えば，ゆりかもめ自体を目的に訪れている観光客も少なくなく、江ノ電
や都電荒川線などは，地元の雰囲気と一体化した存在感を保っており，沿線居住者・来訪者両者から，地域
の顔として親しまれている。また地震がほとんど起こらない英国に対し，日本は地震多発地帯であるから，
地震を始めとする災害への対応力は，公共交通機関に求められる機能の必須項目である。 
４．結論と今後の課題 
 英国の評価制度・補助金制度は，非利用者便益の使われ方や，自転車や徒歩の捕らえ方など，我が国とは
異なる価値観に基づいた方法が採用されていることが明らかになった。そのことによって我が国に取り入れ
られるべき項目を抽出することができた。更に英国 GOMMMSとわが国の鉄道プロジェクト評価マニュアル
との比較を通じて、わが国の都市鉄道評価のあり方に関して考察を行った。 
今後，本研究でレビューした、非利用者便益や定量化不可能な便益、各便益の補足・算出方法のより精密

かつ技術的検証を行うこと，本論文で提案した施策の効果を定量的に実証することなどが挙げられる。 
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